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宮崎県では 52カ所の強震観測点を利用した地震計ネットワークが整備されており，地震発生後早期に震

度や加速度の値を取得できる.しかし，地震計は各市町村に 1，2ヶ所に設置されているにすぎず，県内全

域の地震動分布を詳細に把握するためには 地震計が設置されていない地点での地震動を推定する手法の

構築が必要である.本研究では，簡易に地盤の震動特性を把握することができる常時微動に着目し，常時

微動 HIVスペクトル比を用いて l地点の地震記録から他点の地震動を推定する手法について，その利用可

能性について水平動と上下動の増幅度などの実観測データとの比較から検討した.

Key II匂rds:microtremor， earthquake ground motion， H/V spectral ratio， velocity response spectrum， 

station coefficient， Miyazaki p"φcture 

1 .はじめに

兵庫県南部地震をきっかけとして，日本全国の市

町村に少なくとも lつは地震計(震度計)が置かれ

るようになり，震度情報は従前に比べて格段に高密

度になったり.東京ガス 2)などの都市ガス事業者，

国土交通省 3)や日本道路公団 4)などの道路管理者も

密度の高い独自の地震計ネットワークを展開してお

り，これらからの地震情報を用いて，都市ガスの供

給停止や高速道路の通行止めなど地震時緊急措置に

利用する仕組みを構築している.このように観測記

録を効果的に利用する試みがある一方で，自治体や

国の防災担当機関にとっては，たとえば震度 4以下

の記録にはほとんど関心が持たれず，得られた記録

も保存されずに，いつの聞にか消去されてしまう事

例もあるなど，必ずしも観測記録が有意義に使われ

ているとは言い難い.

地震計の観測値はあくまでも設置地点における地

盤の揺れをあらわしているに過ぎず，その周辺での
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揺れとかなり異なる場合もある.横浜市の 150カ所

に設置されている高密度地震計ネットワーク 5)后)の

観測でも地盤の違いにより，揺れの大きいところと

小さいところで，計測震度で 2程度の差が観測され

る.少し離れた地点であっても地震動強さが大きく

異なることは，様々な地震計ネットワークによる観

測事実として報告されている 7)ー10) したがって，的

確な震度分布の推定のためには地盤の揺れやすさ

(増幅度)を適切に考慮する必要がある.増幅度の

算出にはボーリングデータに基づく地震応答解析が

一般的であるが，応答解析に必要な弾性波速度まで

を調査している地盤調査データは数少ない.一方，

地震動の広域把握の観点から，地盤の増幅度と国土

数値情報の地形・表層地質などを比較した研究があ

る 11)ー13) しかし，地形・表層地質の分類が同じでも

揺れの大きさに大きな差があるという横浜市におけ

る観測結果も報告されている 7)

大地震が来る前に地盤のそのような揺れやすさの

特性を密に把握することが重要であるが，そのため



表-1 解析に用いた地震記録

には全国に設置された K-NET地震計 14)や，自治体

に置かれた震度計などで観測された日頃の中小地震

記録を丁寧に分析することが重要である.このよう

な観点から，本研究では宮崎県を一例として，地震

計ネットワークで得られた地震記録の解析を行う.

岡県では 52カ所の強震観測点からなる地震計ネッ

トワークを整備しており，地震発生後数分で県内の

震度および最大加速度の値を把握することができる.

また，電話回線を通して波形記録を回収することが

可能である. したがって，詳細な地震動分布の推定

に観測記録を反映させることができれば，早期によ

り的確な被害分布の推定が可能になると考えられる.

そこで本研究では，地盤震動特性の比較的手軽な

評価法として常時微動に着目し，宮崎県内の全ての

地震観測地点で微動観測を行い， ζの結果と地震動

記録との対比を行うことにより，地盤による揺れや

すさの違いを検討する.また，常時微動の水平/上

下 (HN)スペクトル比 15)を用いて，地震観測点以

外の地点の増幅度や地震動を推定する方法について

+食言すを行う.

2.地震動に基づく地盤特性

(1)地震動記録

宮崎県では， 52カ所の強震観測点からなる地震計

ネットワークが整備されている(図-1).このうち

20カ所は K-NETの地震計を利用しており(図ー1の

....)， 32カ所は消防庁(FDMA)の補助事業による市町

村の震度計を利用している(図ー1のく>，以下 FDMA

と略す).この地震計ネットワークで記録される地震

波形の例を図-2に示す. K-NETの記録は，約 0.05

秒以上の周期で振幅特性がおおむね平坦であり，サ

ンプリング周波数が 100Hz，記録の長さが 60~ 120 

秒である.本研究では，これらの観測点で 1996~

1999年に記録された 68地震467記録 (3成分)を利

用した(表ー1) .また， FDMAの記録は，サンプリ

ング周波数が 100Hz，記録の長さが 60秒であり，本

研究ではこれらの観測点で 1998~1999年に記録さ
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図ー1 宮崎県内の強震観測点の分布

図-2 宮崎県の地震計ネットワークで記録された地震波

形の例 (1998年 12月16日， M5.5) 
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図-3 宮崎 (K-NET)における地震動の水平動，上下動フーリエ・スベクト jレおよびHIVスベクトル比
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図-4 宮崎 (K-NET)における常時微動の水平動，上下動フーリエ・スベクトルおよびHIVスペクトル比

れた 4地震 81記録 (3成分)を利用した(表-1). 

これらの 4地震は K-NETでも記録されている.

(2)地震動 HNスペク卜ル比

県内 52カ所の強震観測点に対し，地震記録を利用

して地震計が設置されている地盤の震動特性を評価

することを試みる.まず，地震記録(加速度記録)

から地震動の主要動部分が含まれるように 20秒間

のデータを選び出してフーリエ・スペクトルを計算

し，平滑化のために O.4HzのParzenWindowを施す.

次に，水平動と上下動のフーリエ・スペクトルの比

を計算し，地震動 HNスペクトル比を導出する.こ

こで，水平動フーリエ・スペクトルは NS成分と EW

成分の二乗和の平方根とした.

例として，宮崎 (K-NET) における解析結果を図

ー3に示す.宮崎は宮崎市役所の駐車場内に地震計が

設置されている.そばを大淀川が流れ，厚い表層地

盤に覆われており，深さ約 30m で S 波速度

Vs=600m/s に達し，約 530mで Vs=1000m/sに達する

非常に軟らかい地盤上に設置された観測点である.

図ー3から，地震動の水平動および上下動フーリエ・

スペクトルは地盤の非線形性や地震規模によって励

起される地震波の周期帯域が異なるなどの影響によ

り，形状や振幅が異なる.しかし，水平動と上下動

のフーリエ・スベクトルの比 (HNスペクトル比)

を計算すると振幅，形状とも地震によらず安定する

ことがわかる. したがって，水平動あるいは上下動

フーリエ・スペクトルよりも HNスペクトル比の周

期特性の方が震源の影響が少なく，地盤構造をより

強く反映していると考え白れる.これらの特徴は他

の観測点においても認められ，既往の研究とも調和

的である 16)ー20). Yamazaki and Ansaryl8)は，HNスペ
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クトル比の振幅形状が安定する理由を，加速度フー

リエ・スペクトルと近似関係にある速度応答スペク

トルの距離減衰式より説明を試みている.

また， H八rスペクトル比の振幅形状は観測点ごと

に特徴が異なる.たとえば，硬い地盤上の観測点で

は地震動 HNスペクトル比にはピークがみられず，

ほぼ一定の振幅を示す.一方，軟らかい堆積層で覆

われている地盤上では地震動 HNスペクトル比に

ピークがみられる.このピーク周期は表層地盤の厚

さに対応していると考えられる.宮崎は軟らかい地

盤上の観測点であり， 0.8秒付近にピーク周期がみら

れる.表層地盤の 114波長則から推測すると，深さ

約 30mに現れる Vs=600mJsの工学的基盤よりも浅い

地層が表層地盤であると考えられる.

3.常時微動に基づく地盤特性

(1)常時微動記録

1999年4月から同 7月にかけて宮崎県内 52カ所

の強震観測点の近傍で常時微動測定を行った.測定

は日中に行い，測定点のごく近傍を通る自動車や人

の歩行等による影響をなるべく避けるようにして，

41秒間の 3成分 (NS，EW， UD)のデータを 8ない

し10セット記録した.サンプリング周波数は 100Hz，

分解能 16ピットで AD変換し，記録した.測定には

周期 2秒程度まで平坦な振幅特性を持つ速度計を用

いた.

(2)常時微動 HNスペクトル比

各観測点に対して，常時微動記録の中から振幅が

比較的安定している 20秒間のデータを 10区間選ぴ

出してフーリエ・スペクトルを求め， O.4HzのParzen

Windowを施した.さらに，水平動と上下動のフー

リエ・スペクトルの比を計算することにより，常時

微動 HNスペクトル比を導出した.ここで，水平動

については NS成分と EW成分の二乗和の平方根と

した.

例として，宮崎 (K・NET)における解析結果を示

す(図-4).水平動フーリエ・スベクトルおよび上下

動フーリエ・スペクトルはともに周期 0.3秒付近に

ピークがみられるが， HNスペクトル比を計算する

と0.8秒付近にピークがみられるようになる.これ

は，水平動および上下動のフーリエ・スペクトルは

微動の振動源による影響が強く現れるが， HNスペ

ように水平動あるいは上下動フーリエ・スペクトル

のピークと H八fスベクトル比のピークが異なる場合

は他の観測点でもみられる.したがって，中村 15)が

指摘するように常時微動のHNスペクトル比は地点

に固有の地盤震動特性を的確に表現していると考え

られる.

4. HNスペクトル比の特徴

(1)地震動と常時微動の HNスペクトル比の比較

2および3章より，地震動 HNスペクトル比およ

び常時微動HNスペクトル比はともに地点に固有の

地盤の震動特性を反映していることを再確認した.

そこで， 52カ所の観測点に対してそれぞれ地震動

HNスペクトル比と常時微動HNスペクトル比の比

較を行う.図-5にK-NETの観測点 20点に対する比

較の結果を示す.太線は地震動 HNスペクトル比，

細線は常時微動 HNスペクトル比を表す.ここで，

町Vスベクトル比は各観測点における複数の記録に

対する相加平均を表している.観測点ごとに地震動

町Vスペクトル比と常時微動HNスペクトル比を比

較すると，両者の周期特性はおおよそ一致し，値に

関してはほぼ同じか常時微動H八Fスペクトル比の方

がやや小さな値を示す.この特徴は堀家ら 19)，20)の報

告と調和的である.たとえば，高千穂，北川，延岡，

日向，宮崎，串間は両者の周期特性はよく一致して

おり，値もほぼ同じである.西都や田野は，ピーク

周期はほぼ一致しているが，値は異なっている.

常時微動HNスペクトル比と地震動HNスベクト

ル比がほぼ等しくなるためには，両者が同じような

種類の波動から構成されている場合か，もしくは波

の種類が異なっても HNスペクトル比が等しくなる

場合かのいずれかが考えられる.地震動の主要動は

実体波が主体であることから，前者は常時微動が主

として実体波からなるとみなす立場であり 15)，後者

は微動に表面波(レイリ一波)が卓越するという立

場である 21)，22) 仮に常時微動が主として実体波であ

，れば，常時微動と地震動の HNスペクトル比の振幅

形状がよく似てくることは理解できる.表面波とい

う立場であればレイリ一波基本モードの楕円軌道の

上下振幅比を考えればいいが，表層と基盤のせん断

波速度のコントラストが大きいと，レイリ一波の

HN振幅比と実体波 (S波)の卓越周期はほぼ等し

くなる 22) たとえば，宮崎のように沖積層が堆積し

クトル比はこの影響が除去されるからである.この ているような地盤構成はコントラストが大きい地盤

264 



高千穂 北}II 日向

10' 

Jl 

一
宮
古
ω白
川
山

10' 

10' 

'" ι q 

E戸n e』邑Co L 

10' 

-'" eι 
一
向
』

J
V
U
ω
自
由

10ド

10' 

宣ー同。己

量

10刊

-slwIIgmotio帥

ー血lcr(llr叩 r
-strll[¥1!:刷川

-minolrctllllf 

ol prnod[sec]10 。
ー

}
 

t
 

ar s
 

i
 

-パ

uo
 

l
 r

 

a
 

f
 

nr 
o
 

ー

延岡 南郷

椎葉

-当"ω"血otll刷
-ml(川 r咽げ

0
 

1
 I

 
C
 

《誌l
 

iu 
〈r

 
e
 

ur 
o
 

ー

10 Ppriod[st:>c] 

図-5 宮崎県の K-NET観測地点における地震動と常時微動の H/Vスベクトル比の比較(太線:地震動 H/Vスベク

トル比，細線:常時微動 H/Vスペクトル比)

なので，常時微動を実体波と解釈しても表面波と解

釈しても HN比のピーク周期は近似してくる 23) 一

方，コントラストが小さくなると H Nスベクトル比

のピーク周期は異なってくる 22)

観測点ごとに地震動町Vスペクトル比と常時微動

町Vスペクトル比の卓越周期を比較すると図-6のよ

うになる.ここで， eは K-NET，0は FDMAの観

測点に対する HNスベクトル比のピーク位置での周

期を示す.岩盤上の観測点では H Nスベクトル比の

値はほぼ平坦になり，ピーク周期が存在しないため

省略しである.図をみると，データは傾きが lの直

線上にほぼ分布している. したがって，ここで用い

た微動計の性能の範囲内(周期 2秒以下の短周期)

では，常時微動を計測することにより地震時におけ

る地盤の震動の周期特性を把握することが可能であ

ると考えられる.常時微動を構成する波の種別に対

する議論は残っているが，常時微動(短周期微動)

は振動源が地表にあるため 24)，表層地盤の影響が大

きいと考えられる.また，地震動 HNスベクトル比

のピーク周期は表層地盤のせん断震動についての l

次固有周期にほぼ対応していると考えられる 16)ー18)

以上から，ここで対象とした周期帯域では常時微動

HNスペクトル比の周期特性は表層地盤の震動特性

を表しており，常時微動測定を行うことによって地

盤の l次固有周期を把握することが可能であると考

えられる.この特徴を利用して，地震計が設置され

ていない地点や地盤構造が明らかになっていない地

点で常時微動測定を行い，町Vスベクトル比を計算
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すれば，表層地盤の震動特性を把握することができ

ると考えられる.

(2) 常時微動 HNスペク卜ル比と地震動距離減衰

式の地点係数の比較

地表における地震動を推定するとき，表層地盤に

よる増幅の影響は大きい.地盤構造が明らかになっ

ている地点では伝達関数を計算すれば表層地盤の増

幅度を求めることが可能である.しかし，実際には

地盤構造が明らかになっている地点は数少ない.そ

こで，地盤情報に頼らず簡易に増幅度を推定する手

法が求められる.

増幅度を表す指標の lつとして，距離減衰式にお

ける観測地点ごとの補正項(地点係数)が考えられ

る25)ー27) Shabestari and Yamazaki27
)は， K-NETの観測

記録に基づく速度応答スベクトルの距離減衰式を構

築する際に，地盤の増幅特性を表す指標として地点

係数スペクトルを導入し，全国 823カ所の強震観測

点に対してこれを求めている.地点係数スペクトル

は，周期ごとに全国のその平均が0になるように回

帰分析から求められた係数であり，全国の平均的な

揺れを示す仮想地点に対する相対的な増幅度を意味

する指標である.また，マグニチュードや断層まで

の距離，震源の深さとは独立で，地点に固有な値で

あり，山内ら 28)はこの地点係数を 1kmメッシュ単位

で推定する手法に拡張している.

上述までの検討によって，地震動 HNスベクトル

比もまた地震のマグニチュードや震源断層までの距

離によらず地点ごとに安定し，地盤の震動特性を表

していることを確認し，さらに，地震動 HNスペク

トル比は常時微動HNスベクトル比と似た振幅形状

を示すことも確認した. したがって，本研究では

K・NETの観測点に対して常時微動 HNスペクトル

比と地点係数スペクトルを比較し，表層地盤の増幅

度について検討を行うこととする.ここで，地点係

数は相対的な増幅度を表す指標であるため， 2地点

間で比較する必要がある.ここでは， A地点に対す

るB地点の相対的な増幅度について，速度応答スペ

クトルの距離減衰特性を用いて検討を進める.

A地点における水平動および上下動の速度応答ス

ベクトルをそれぞれ SVAH，SVAVとすると，Yamazaki 
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図-6 宮崎県の地震観測点における地震動 HIVスペクト

ルと常時微動 HIVスペクトルの卓越周期の比較

logSv/ =bo
V 
+b)V M +b/ rA一logrA+b/ h+c/ (2) 

ここで，Mは地震のマグニチュード，rAはA地点か

ら震源断層までの最短距離，hは震源の深さ， CAH，

CAVは地点係数の水平動成分および上下動成分を表

す.水平動および上下動に対する bo，bj， b2， b4は回帰

分析によって求められる係数であり，全ての観測点

に共通の値である.これらの係数は全て周期 Tごと

に与えられるが，上式ではこれを省略して記述して

いる.右辺第 3項は地震波が伝播する媒質によって

吸収あるいは散乱されることに起因する非弾性減衰，

第4項は地震波が伝播するのに伴って波面が広がる

ことに起因する幾何減衰を表している.

マグニチュードの係数b)， 断層面への最短距離の

係数b2および深さの係数 b4は，経験的に水平動およ

び上下動についてほぼ等しいので 18>， A地点におけ

る速度応答スペクトルの水平/上下(町V)比は，

式(1)一式(2)より以下のように近似できる.

n H 

log些 72(boH-bov)+(CAH-CAV)=logRAH/V(3)
SVA

Y 

and Ansaryl8)より，以下の式が得られる. ここで， RAH/Vは A地点における常時微動 HNスペ

クトル比を示し，地震動 HNスペクトル比と常時微

logSvAH=bo
H 
+btM+b/rA-logrA+b/h+cAH (1) 動HNスペクトル比の振幅形状が近似していること

から右辺の近似が成り立つ.
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図-7

丸山ら 9)は2地点聞の常時微動 HNスペクトル比の

比が相対的な増幅度であると仮定し， 1点の地震記

録をもとに他点の地震動を推定することを試みた.

この研究では上下動に対する伝達関数がS波の 1次

卓越周期付近でほぼ lであり，水平動と上下動の伝

達関数比が水平動の伝達関数とほぼ等しいことを解

析的に示して，この特性を応答スペクトルの近似推

定に利用している.本研究では，式(7)を用い，観測

記録に基づいて水平動に対する上下動の伝達関数比

(上下増幅度AV
) の影響について検討する.

比較の基準となる A地点を日向(K-阻 T)とする.

日向は岩盤上の観測点で，図-5に示すように地震動

HNスペクトル比および常時微動HNスペクトル比

がともにほぼ平坦な形状を示す.まず，全ての

K-阻 Tの観測点で，日向に対する水平増幅度 AH と

日向に対する常時微動町Vスペクトル比の比 RB/AH/V

を比較する.例として綾，北川および宮崎における

比較の結果を図ー7に示す.ここで，A
Hは0，RB/A

HN 

は実線で示す.綾では A
HとRB/A

HNは全体的によく似

た形状を示している.一方，北川および宮崎では AH

とRB/A
HNの振幅は大きく異なり，ピーク周期付近で

RB/A
HN はA

Hよりも小さな値を示す.宮崎ではピーク

周期はいずれも 0.6~0.7 秒付近でほぼ一致している

が，振幅はおよそ 3.5倍異なる.

一方，日向の地点係数と B地点の地点係数から求

められる AH/A
Vは図ー7中の.のようになり ，RB/AH/V 

の周期特性および振幅とおおよそ一致する.たとえ

ば，宮崎では l次ピーク周期に対する A
H と RB/AH/V

の振幅比はおよそ3.6倍であったが，AH/A
VとRB/AH/V

の振幅比はおよそ1.3倍であり，ピーク周期以外の

周期帯でもほぼ 2倍以下となっている.北川では周

式(3)の右側の近似式を用いると， A地点の常時微

動町Vスペクトル比 RAH/Vに対する B地点の常時微

動HNスペクトル比RB
HNの比は以下の式で表せる.

(4) 
D H，叫'/V

l均O句g」百7冗h;"~
RAAEt吋/'

(RB HN / RA HN) を RB/AH/Vと表記することにすると，

式(4)は以下のように書き直すことができる.

(5) 

(6) 

となる.したがって， A地点に対する B地点の常時

微動 HNスペクトル比の比 RB/A
HNは，A地点に対す

るB地点の水平動の増幅度 AHと上下動の増幅度AV

の比で近似することができる.そこで，次節で RB/AH/V，

AHおよびAVの関係について考察する.

(7) 
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AV =10c/ -c/ 

RB/AH/V:::::;AH/AV 

•• H H 
AN=10cB-cA ， 

とおくと，式(5)は，

ここで，
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(3)常時微動 HNスペクトル比と地盤の増幅度の

関係

常時微動のHNスペクトル比が地震動のHNスペ

クトル比と似た振幅形状を示し，これがS波伝達関

数をある程度の精度で再現できることから例えば 16)，



期0.3秒以下でA
HとRB/A

HIVの振幅は大きく異なって

いたが，AH/A
vとRB/A

HIVで、比較するとよく似た振幅

形状を示す.ピーク周期において AHとAH/AVの振

幅が大きく異なるということは，S波の 1次固有周

期で上下動の増幅度の比が lではないことを意味し

ていると考えられる.逆に，AHとAH/AVで振幅に

あまり変化がみられなかった綾では，AVはほぼ 1で

あることがわかる.そこで，AHの 1次ピーク周期で

AVがほぼ 1を示す観測点に注目すると，このような

特徴を示す観測点は高千穂，小林，綾，高崎，椎葉

で，いずれも山間部あるいは内陸部に位置する硬質

地盤上の観測点であることがわかる. したがって，

このような地形条件の下では岩盤上の観測点である

日向を基準とした場合，AHの l次ピーク周期におい

てAVが lに近似していると考えられる.すなわち，

AH/AV は AHと振幅がおおよそ一致し，地盤の増幅

度として近似することが可能である.一方，AHの l

次ピーク周期でA
Vが1よりも大きな値を示す地点は

北川，延岡，都農，西都，宮崎，日南，串間，都井

岬であり，北川を除いていずれも海岸に近く，軟ら

かい沖積層が堆積している地盤である.したがって，

軟らかい表層地盤に覆われている地点では，岩盤上

の観測点である日向を基準とした場合には上下動の

増幅度が S波の l次固有周期付近で 1よりも大きく

なり，このような地点では H八fスペクトル比を用い

て地盤の増幅特性を評価する際に上下動の影響を考

慮する必要があると考えられる.

以上から，岩盤上の観測点である日向に対する各

観測点の常時微動町Vスベクトル比の比 RB/A
HIVは，

日向に対する各観測点の水平動の増幅度 AH とほぼ

一致するか小さな値を示す傾向があることがわかっ

た.山間部や内陸部といった比較的硬い表層地盤か

らなる地形では，RB/A
HIVはA

Hと近似することができ

る.しかし，軟らかい表層地盤に覆われているよう

な地形では，RB/A
HIVはA

Hに比べて振幅が小さくなる

傾向がある.したがって，このような地形において

は基盤に対する上下動の増幅を lに近似することが

適切ではないと考えられる.

なお，全ての観測点で同一精度の地盤情報がない

ことや観測されている強震記録数の制約から，地盤

条件と AH/AVの関係についての詳細な検討はでき

ず，ここでは硬質地盤と軟らかい沖積地盤という定

性的な 2種類の分類による評価にとどめた.今後，

地盤の PS検層データ，ボーリングデータの充実し

た地点において，より定量的な検討を進めることで，

どのような地形条件であれば上下動の増幅度を 1に
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近似できるのかを明らかにしていく必要がある.

5.宮崎県における常時微動 HNスペクトル比

を用いた速度応答スペクトルの推定

前章で， 2地点聞の相対的な水平増幅度 AH，上下

増幅度 AVおよび常時微動 HNスベクトル比の比

RB/A
HIVの関係について述べた.本章では，A地点に

対する B地点の相対的な増幅度として RB/A
HIVを仮定

し，速度応答スペクトルの推定を試みる.

A地点と B地点の水平動の速度応答スペクトルを

比較すると，式(1)より，

logSvB
H 
=logSvA

H +b2H (ら -rA)-log~旦+(CB
H 

-CA
H
) 

H 

rA 

式(8)は式(4)および式(6)より，

10仇 H=10仇 H+b2ν，t(句ら一日ωψ)一同主+10均μ4川
'A 

(8) 

(9) 

したがって， B地点の水平動の速度応答スペクトル

SV/は， A地点の水平動の速度応答スペクトル SVAH，

A地点に対する B地点の常時微動HNスペクトル比

の比 RB/A
HIV，A地点およびB地点の震源断層までの

最短距離 rA，rB， A地点に対する B地点の上下動の

増幅度 AVを用いて近似することができる .b2
H は

Shabestari and Yamazaki27)で、求められた回帰係数であ

る.

まず， A地点として日向 (K・NET)を仮定し，日

向の地震記録をもとにして 19カ所の K-NETの観測

点における水平動の速度応答スペクトルを推定する

ことを試みる.推定に用いる地震は 1996年 10月19

日23時 44分に日向灘で発生した M6.6の地震とす

る(図-1).ここで， 2地点聞における震源断層まで

の最短匝離の差は最大でも約 35kmなので，SVBHを

推定する際に b/(rB-rA)の項の影響はほぼ0に近似

してもよい程度である. したがって，この非弾性減

衰の項は無視でき，距離による影響は幾何減衰に大

きく依存すると考えられる.

そこで，日向で記録された地震動の NS成分の速

度応答スペクトル SVAH (5%減衰)を求め，式(9)よ

りB地点に対する水平動の速度応答スペクトル SVB
H

を推定する.まず，上下増幅度A
Vを 1と仮定し，SVB

H 

を推定する.解析例として，綾，北川および宮崎に
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図-9 常時微動 HNスベクトル比を用いた速度応答スベクトルの推定結果と観測値

(点線:推定値(基準:延岡)，細実線:推定値(基準:日向)，太実線:観測値)

おける推定結果を図ー8に細実線で示す.ここで，実

際にはこれらの観測点でこの地震が記録されている

ので，それぞれの観測点に対して地震記録の NS成

分の速度応答スベクトル (5%減衰)を計算し，図-8

に太実線で示した.綾では推定した速度応答スペク

トルと観測記録の速度応答スペクトルはほぼ一致し

ている.北川でもピーク周期でやや振幅が小さいが，

観測記録に近い推定結果が得られている.これらの

観測点に共通する特徴は，山間部あるいは内陸部に

位置していることである.一方，宮崎では速度応答

スベクトルの周期特性はほぼ一致しているが，推定

値の方が振幅が小さい.

次に， 2地点間の上下増幅度 AVを考慮して SVB
H
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を推定すると，図-8の点線のようになる.綾では

AVを1と仮定した場合とほとんど変化がない.また，

北川は 0_3秒以下の周期帯で推定値が観測記録によ

り近づき，この周期帯でAVによる影響を受けている

という前章の結果と一致する.一方，宮崎では，AV 

を考慮することによって推定値の振幅が大きくなり，

観測値に近づく傾向がみられる.つまり，宮崎では

水平動に対して上下動の影響が大きいと考えられる.

上下動の増幅を考慮しても推定値が実測値よりやや

小さくなる周期帯は，図-5に示すように，常時微動

のHNスペクトル比が地震動のそれよりやや振幅が

小さい周期帯とほぼ一致する.

以上から，山間部あるいは内陸部に位置する地点



では，非常に硬い地盤(ここでは日向)に対する常 や地震時被害推定において必要になってくるものと

時微動HNスベクトル比の比を相対的な増幅度と仮 考えられる.

定して速度応答スペクトルを推定することが可能で

あると考えられる.一方，沖積層が堆積しているよ

うな軟らかい地盤上では常時微動町Vスベクトル比

を用いて速度応答スベクトルを推定すると観測値よ

りもやや小さく見積もられる傾向がみられる.しか

し，上下動の増幅度を考慮することによって観測値

により近い推定ができることがわかった.

そこで，基準となる観測点を，日向に近く沖積層

が堆積している軟らかい地盤上の観測点である延岡

として，軟らかい地盤上の観測点である宮崎，串間

および都井岬における速度応答スペクトルを推定し

てみると，図-9のようになる(点線:推定値，太実

線:観測値).日向を基準とした場合の推定値も細実

線で示す.なお，これらの観測点は平野部に位置す

る軟らかい地盤上にあっても，図-5に示すように地

盤震動特性が若干異なっている.図より，軟らかい

地盤上の観測点に対しては，日向(硬い地盤)より

も延岡(軟らかい地盤)を基準とした方がよい推定

結果が得られることがわかる.これは，沖積層が堆

積しているような軟らかい地盤同士'を比較している

ため，基盤に対する表層地盤の上下動の増幅特性が

類似していることを示唆していると考えられる.本

報では得られているデータの制約により，日向ある

いは延岡を基準点として県全域に分布している観測

点に対してこの推定手法を検討し，硬質地盤と軟ら

かい沖積地盤という定性的な地盤分類に基づく評価

しかできなかったが，波動の伝播特性などの影響を

考えた場合，基準点は推定する地点と近い方が望ま

しく，かつ，上下動の増幅度が lに近似できる地点

を地形条件などから明らかにした上で基準点を選定

する方が望ましい.しかし，宮崎県ではこの条件を

満足するのに十分な観測データがまだ得られていな

いため，地盤条件との対応も含め推定精度の詳細な

検討は今後の課題としたい.

本研究では，地震観測点での地震記録，および地

震観測点と地震計のない地点における常時微動観測

結果を用いて，地震計のない地点での地震動スペク

トルを推定できる可能性を示し，水平動と上下動の

地点係数などの実データに基づいて議論した.宮崎

県では現在，市町村に約 1，2カ所の地震計が設置さ

れているが，この観測点のみで市町村内の揺れを代

表させることは困難である.今後は地震観測記録や

常時微動観測に基づいて，より詳細に地盤震動特性

の分布を把握しておくことが，きめ細かな防災対策
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6.結論

地表における地震動を推定するとき，表層地盤に

よる増幅の影響を考慮することは重要である.本研

究では，宮崎県の地震計ネットワークに利用されて

いる 52カ所の強震観測点で得られた地震記録およ

び常時微動記録を利用して，各観測点における地盤

の震動特性の評価を行った.地震動町Vスペクトル

比および常時微動HNスペクトル比がともに地点に

固有の地盤震動特性を表し，両者がよく似た振幅形

状を示すことから，常時微動 HNスペクトル比を利

用して地震動を推定する手法について検討を行った.

まず，増幅の指標である地点係数と常時微動 HN

スベクトル比を比較し，常時微動 HNスペクトル比

にみられる増幅特性を検討した.岩盤上の観測点で

ある日向に対する各観測点の常時微動HNスペクト

ル比の比 RB/AH/Vは，山間部および内陸部のように比

較的硬い表層地盤からなる地形では，RB/AH/Vは日向

に対する増幅度AHに近似している.しかし，軟らか

い表層地盤に覆われているような地形では，RB/AH/V 

はAHに比べて振幅が小さくなる傾向があり，上下動

の増幅度 A
Vの影響を受けていることを地点係数と

の比較から明らかにした.

次に，常時微動町Vスペクトル比を用いて 1地点

の地震記録から他点における地震動を推定すると，

基準点が硬い地盤上の観測点である場合，山間部や

内陸部のように基準点の地盤構造に近い地盤に対し

てはよい推定結果が得られ，沖積層などが堆積する

軟らかい地盤に対しては小さく推定される傾向があ

ることがわかった.一方，これらの地点については

沖積層の地盤を基準とすることで観測値により近い

推定を行うことができた.これは，これらの地点で

は基盤に対する表層地盤の上下動の増幅特性が類似

していることを示唆している.今後，上下動の増幅

特性の類似性と地盤・地形条件の関係を詳細に検討

し，基準とすべき地点の選定条件を明確にすること

で，常時微動記録を生かしたより精度の高い地震動

分布の推定へと発展させていく予定である.
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ESTIMATION OF EARTHQUAKE GROUND MOTION IN MIYAZAKI PREFECTURE 
USING THE H/V SPECTRAL RATIO OF MICROTREMOR 

Yuuki OKUMA， Masashi MATSUOKA， Furnio YAMAZAKI and Takanori HARADA 

The seismic records observed from 52 stations in Miyazaki Prefecture are cuηently used to grasp the distribution of 
seismic intensity of the surface ground in the prefecture soon after the occuηence of an earthquake. However， the 
number of instruments may not be large enough to capωre the detailed seismic intensity distribution. Hence， 

microtremor measurements were conducted to estimate site response characteristics of the seismic observation stations 
and other locations. The horizontal-to-vertical (HlV) Fourier spectral ratios were calculated for seismic records and 
microtremor， and their similarity was confirmed. Using the HIV spectral ratios of microtremor， the velocity response 
spectra for earthquake ground motions at microtremor sites were estimated and their applicability was discussed. 
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